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動物実験の適正な実施に向けたガイドライン
日本学術会議
前文
わが国では､｢動物の愛護及び管理に関する法
律｣(昭和48年法律第 105号)および ｢実験動物の
飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準｣(昭
和 55年総理府告示第6号)等に基づいて､実験動
物の取扱いに関する具体的配慮の必要性が示され
てきた｡
そのような状況の中で動物実験に関しては､科
学研究の進歩を支える重要性に鑑み､法令ではな
く行政指導によってその適正化が図られてきた｡
すなわち､日本学術会議が ｢動物実験ガイ ドライ
ンの策定について｣ を政府に勧告し(昭和 55)､こ
の勧告に基づいて､当時の文部省が ｢大学等にお
ける動物実験について｣を所管の機関等に通知し
た(昭和62年学術国際局長)｡これに基づいて､研
究機関は動物実験等をより適正に実施するための
指針等および動物実験委員会を整備 して､きめ細
かな運用を図っているところである｡ その結果､
自由聞達で創造性豊かな科学研究を行 うことが可
能になり､わが国の医学､生命科学は､国際的に
も目覚しい発展を遂げた｡
生命科学を推進するには､その必要性を最もよ
く理解している研究者が責任をもって動物実験等
を自主的に規制することが望ましいと考える｡そ
の一方で､動物実験等の適正な実施に関して国と
してのよりどころを求める声もある｡そこで､動
物実験等に関するガイ ドラインの策定が急務とな
り､日本学術会議第7部(当時)は平成 16年に ｢動
物実験に対する社会的理解を促進するために (堤
言)｣を報告した｡
これを受けて文部科学省および厚生労働省は､｢研
究機関等における動物実験等の実施に関する基本
指針｣および ｢厚生労働省における動物実験等の
実施に関する基本指針｣を取りまとめた｡さらに､
両省は日本学術会議に対し､上記の基本指針をふ
まえて各研究機関が動物実験等に関する規程等を
整備するに際してモデルとなる共通ガイ ドライン
の作成を依頼した｡
実験動物の取扱いに関してはそれぞれの国家に
固有の宗教や文化が影響している｡法令によらな
い動物実験等の自主管理は北米型ともいわれるが､
わが国は日本の土壌に根ざした管理体制の樹立を
目指すべきであり､それによって､動物実験等が
社会的理解の下で適正に進められ､生命科学研究
の発展に寄与することを願ってやまない｡
趣旨と目的
医学､生命科学の教育､研究ならびに試験に際
して動物実験は必要不可欠であり､それぞれの実
施機関等が責任をもって自主的に管理し､実施す
べき事柄である｡どのような方法で動物実験の成
果を得るかは､基本的に動物実験を実施する研究
者が科学的合理性に基づくとともに､動物の愛護
に配慮して立案しなければならない｡研究者は動
物実験を行う場合には､立案した動物実験計画の
妥当性について､機関内に設置された動物実験委
員会の審査を受ける必要がある｡
本ガイ ドラインは､動物実験等を実施する各機
関等を所管する行政機関(文部科学省､厚生労働省
等)の策定した動物実験等の実施に関する基本指
針等(｢研究機関等における動物実験等の実施に関
する基本指針｣平成18年6月1日文部科学省告示､
｢厚生労働省における動物実験等の実施に関する
基本指針｣平成 18年6月 1日厚生労働省通知)を
基に､科学的観点から適正な動物実験を遂行する
目的で作成された｡また､動物実験を適正に行う
ための実験動物の取扱いに関しては､｢実験動物の
飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準｣(平
成 18年4月28日環境省告示第38号)の規定を踏
まえている｡
本ガイ ドラインの構成は､冒頭に自主管理の要
となる機関等の責任体制ならびに動物実験委員会
に関する章をおき､次に動物実験操作､実験動物
の選択に関する章を設けた｡さらに実験動物の飼
養 ･保管､健康管理､施設等および安全管理と続
け､動物実験等の適正化に必要な教育訓練､自己
点検 ･評価および検証ならびに情報公開に関する
記述で締めくくった｡
各機関等では､本ガイ ドラインを基に､科学的
に適正な動物実験が実施されるよう自主的に機関
内の規程等を策定することを期待する｡
脚注:本ガイ ドラインは産業動物の飼養保管や畜産にお
ける育種改良を目的とする教育もしくは試験研究には適
用されないが必要に応じて準用することが望ましい
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第 1 定義
第2 機関等の長の責務
第3 動物実験委員会
1)動物実験委員会の役割
2)動物実験委員会の構成
第4 動物実験計画の立案および実験操作
1.動物実験計画の立案
1)動物実験計画の立案時に検討を要する
事項
2)動物実験計画書の様式
(1) 動物実験者責任者
(2) 動物実験実施者氏名 (分担者氏名)
(3) 研究課題
(4) 研究目的
(5) 実験動物に対する具体的な実験処
置の方法
(6) 動物実験期間
(7) 動物実験計画の種類
(8) 実験動物の種 ･系統 ･性別 ･齢等 ･
使用匹数
(9) 動物実験の場所
(10) 飼養方法 (飼養場所､個別飼育か
群飼育か､群飼育の場合の 1ケー
ジあたりの匹数､飼料)
(ll) 動物実験等を必要とする理由
(12) それぞれの実験処置により予想さ
れる実験動物の苦痛の程度
(ScientistsCenterforAnimal
welfare:SCAW が作成した ｢動物実
験委員会の果たすべき役割に関す
る提言｣(LaboratoryAnimalScience
Specialissue:1ト13,1987)の中に示さ
れている苦痛分類を参照)
(13) 実験動物の苦痛軽減方法
(14) 実験動物の処分方法
(15) 実験動物の死体の処分方法
(16) 物理学的､化学的または生物学的
危険因子､遺伝子組替え生物の利
用
2.実験操作
1)実験室および実験設備
2)身体の保定
3)給餌および給水制限
4)外科的処置
5)鎮痛処置､麻酔および術後管理
6)人道的エン ドポイント
人道的エンドポイント(humane
endpoint)とは､実験動物を激 しい苦痛か
ら解放するための実験を打ち切るタイミ
ング(すなわち安楽死処置を施すタイミン
グ)をいい､実験動物が死亡するまで実験
を続けるような実験計画の設定(deathas
endpoinOに対比して使われる用語である｡
7) 安楽死処置
8) 安全管理-の配慮
9) 履行結果の報告
第5 実験動物の選択ならびに授受
1) 実験動物の導入
2) 検疫および順化
3) 輸送
4) 実験動物の授受における情報提供等
実験動物の譲渡 ･販売をする者は､その
生理 ･生態､習性､適正な飼養および保管
方法､微生物学的品質､感染性の疾病等に
関する情報を提供し説明しなければならな
い｡受け入れ施設等では検疫を行 うほか必
要に応じて適切な微生物学的クリーニング
(体外受精 ･肱移植､帝王切開 ･里子法等)
あるいは薬物投与､ワクテン接種などを行
う ｡
遺伝子組換え生物に該当する実験動物の
授受は ｢遺伝子組換え生物等の使用等の規
制による生物の多様性の確保に関する法
律｣および ｢研究開発等に係る遺伝子組換
え生物等の第二種使用等にあたって執るべ
き拡散防止措置等を定める省令｣等の規制
を受ける｡
第6 実験動物の飼養および保管
1) 飼養および保管の基本
2) ケージ内環境と飼育室の環境
3) 記録類の保存
第7 実験動物の健康管理
第8 施設等
第9 安全管理
1) 危険因子の把握と取扱い
2) 実験動物による危害等の防止
3) 実験動物の逸走時の対応
4) 緊急時の対応
5) 生活環境の保全
第 10 教育訓練の実施
附 則
本ガイ ドラインの見直し
本ガイ ドラインは､関連する研究領域の進展や
社会状況の変化､関連法令の改正等に対応するた
め､必要に応じて見直しを検討する｡
参考文献
別 添
上記のガイ ドライン (抜粋)は日本学術会議が
2006年 6月 1日に公表 したもので､詳細な内容を
知りたい方は下記のホームページをご覧下さい｡
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